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浜岡原子力発電所は、「福島第一のような事故は起こさない」との固い決意のもと、安全性向上のための取り組みを

鋭意進めるとともに、原子力規制委員会による新規制基準への適合性確認審査を受けています。

原子力安全技術研究所（2012.7 発電所内に設置）

安全性向上等を目的とした研究実施中

５号機

安全性向上対策実施中

海水流入事象対応中１号機 ２号機

廃止措置中

（2009.1.30運転終了）

2015.2 燃料搬出 完了
現在、原子炉領域周辺設備解体中

使用済燃料乾式貯蔵施設

設置変更許可申請審査

（2015.1.26申請※）

※ 「4号機新規制基準適合性確認審査

に係る発電用原子炉設置変更許可

申請書」に追記

３号機 ４号機

安全性向上対策実施中

新規制基準への適合性確認審査

（2015.6.16 申請） （2014.2.14 申請）

浜岡原子力発電所各号機の概要

01 浜岡原子力発電所の概要
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安全性向上・リスク低減に向けた施策

01 浜岡原子力発電所の概要

（防波壁T.P.＋18ｍ→T.P.＋22m、ﾌｨﾙﾀﾍﾞﾝﾄ設備設置）

2009.1 １・２号機の運転を終了し廃止措置へ

2011.3.11 東北地方太平洋沖地震発生
東京電力(株)福島第一原子力発電所事故

↓2011.5.6 内閣総理大臣からの運転停止要請

３号機の新規制基準への適合性確認審査のための申請 2015.6.16↑

４号機の新規制基準への適合性確認審査のための申請 2014.2.14↑

2013.9.25

新規制基準を踏まえた追加対策の実施を決定

新規制基準施行 2013.7.8

↓2011.5.14 全号機停止

原子炉設置変更許可
地震・津波関係の審査中

2012.12.20 津波対策の強化・重大事故等対策の実施を決定

2011.7.22 津波対策の実施を決定

（地震動 1,000ガル→改造工事用地震動1,200ガル
改造工事用増幅地震動2,000ガル）

（防波壁T.P.＋18m、水密扉等） 外側強化扉 内側水密扉

自主的に
耐震性を強化

2005.1➡2008.3

 浜岡原子力発電所では、南海トラフの地震の発生に備え、従来から耐震性を高

める工事など常に最新の知見を反映し自主的に安全性向上に努めてきました。

 福島第一原子力発電所の事故以降も、新規制基準施行前から津波対策や

重大事故等対策を自主的に進めるとともに、新規制基準を踏まえた追加対策に

取り組むなど、安全対策を積み重ね、リスク低減に向けた活動を実施しています。

排気筒
改造工事

防波壁



新規制基準適合性に係る審査の状況
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新規制基準適合性に係る審査の流れ
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02 新規制基準適合性に係る審査の状況

●新規制基準への適合性確認審査は、「原子炉設置変更許可」「設計及び工事の計画の認可」「保安規定変更認可」

があり、事業者からの申請後、段階的に原子力規制委員会が実施します。

●そのうち、「原子炉設置変更許可」の審査は、地震・津波等の自然現象に関する事項とプラント施設に関する事項に分

けて審査されます。

●原子力規制委員会は、「基準地震動」および「基準津波」が確定したプラントから「プラント施設の審査」を行う方針とし

ています。

安全性向上対策工事

事
業
者
か
ら
の
許
認
可
申
請

設計及び工事の計画認可の審査
（設備の詳細設計を審査）

補 正 認
可

申
請

許
可

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

原子炉設置変更許可の審査
（設備の基本設計や方針を審査）

地震・津波の審査

プラント施設の審査

補

正

審
査
書
案
作
成

保安規定変更認可の審査
（運転管理を審査）

補 正 認
可

使用前
事業者
検査

使用前
確認

現在審査中
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審査事項 地震・津波等に関する事項 プラントに関する事項

担当委員
石渡委員※1

（任期：2014年9月～；2019年9月再任）
山中委員※2

（任期：2017年9月～；2020年9月再任）

審査会合の回数 44回 63回※3

主要な審査項目 ○地震、津波、火山
地下構造、地質構造、
基準地震動、
基準津波、
地盤斜面の安定性、
火山影響評価 等

○設計基準事故対策
内部溢水、内部火災、外部火災、
竜巻 等

○重大事故等対策
確率論的リスク評価、有効性評価、
解析コード 等

前回ご説明から
の審査の状況

○基準地震動に関する審査（4回）
プレート間地震の地震動評価（3回）
顕著な増幅を考慮した地震動評価（1回）

○地質・地質構造に関する審査（3回）
敷地内の断層（H断層系）（3回）

○基準津波に関する審査（4回）
プレート間地震の津波評価（2回）
地震以外の要因による津波評価（2回）

○格納容器漏えいに関するエアロゾル粒子の
捕集効果の設定（BWR合同）（1回）

○BWRにおける格納容器過圧破損防止対策
（BWR合同）（3回）

前回の原子力分科会でのご説明（2019年3月22日）からの審査の状況

02 新規制基準適合性に係る審査の状況

※1 2012年9月～2014年9月 島崎委員 ※２ 2012年9月～2017年9月 更田委員

※3 「プラントに関する事項」の審査は、「基準地震動」および「基準津波」が確定したプラントから個別の審査を再開しており、
現在はBWR共通の論点がある場合のみ合同審査しています
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地震・津波等に関する審査の状況

02 新規制基準適合性に係る審査の状況

地質・地質構造

基準津波基準地震動
（地震・地震動）

震源を特定して策定する地震動

内陸地殻内地震

（活断層による地震）

海洋プレート内地震

プレート間地震

敷地周辺

（周辺活断層）

敷地内

（Ｈ断層系）

地震動の増幅特性（地下構造）

火山

地盤・斜面の安定性

地
震
発
生
様
式

震源を特定せず策定する地震動

地震以外の要因による津波

（海底地すべり、火山等）

地震による津波

プレート間地震の津波

海洋プレート内地震の津波

海域の地殻内地震の津波

増幅あり地震動

地震による津波と
地震以外の津波の組合せ

前回の原子力分科会でのご説明以降実施

概ね終了（評価方針の確認含む）

審査中

面談実施中
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基準地震動の審査状況

02 新規制基準適合性に係る審査の状況

基準地震動
（地震・地震動）

震源を特定して策定する地震動

内陸地殻内地震

（活断層による地震）

海洋プレート内地震

プレート間地震

地震動の増幅特性（地下構造）

地
震
発
生
様
式

震源を特定せず策定する地震動

増幅あり地震動

概ね妥当

審査中

 基準地震動の策定に向け、「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」について審査を進めており、海洋プレート

内地震、内陸地殻内地震に加え、プレート間地震の地震動評価が2020年2月審査会合で概ね妥当と評価され

ました。

 現在、5号周辺に考慮する増幅あり地震動の審査を受けており、審査でコメント対応をしているところです。

（赤）：増幅ありの領域（基準地震動Ss2:2000ガル）
（青）：増幅なしの領域（基準地震動Ss1:1200ガル）

2009年8月に敷地の北東方向で発生
した駿河湾の地震では、5号周辺（オレン
ジ部）でのみ顕著に大きな揺れがみられた。

揺れを
集める
レンズ状
の地層

地震の
揺れの
伝播

5号周辺の揺れの増幅要因（イメージ図）

駿河湾の地震の
揺れの到来方向

5号周辺（赤斜線部）では、
増幅を考慮した地震動を設定。
（審査中）

増幅あり地震動

駿河湾の地震
（本震）

敷地

海域
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敷地内の断層（H断層系）の審査状況

02 新規制基準適合性に係る審査の状況

 Ｈ断層系の評価については、①～③の流れに沿って活断層等ではないと評価し審査を進めており、「①H断層系を活動性
の評価の対象とする」ことについては、 2020年7月審査会合で概ね妥当と評価されました。

 現在、「②いずれのＨ断層で活動性を評価しても良い」ことについて審査でコメントがあり対応しているところです。

Ｈ断層系の分布図
上載地層の確認箇所

H-9断層

H-8断層

H-7断層

H-6断層

H-5断層

H-4断層

H-3断層

H-2断層

H-1断層

敷地境界

汀線

3号
4号

5号

Ｈ-m4断層

Ｈ-m3断層

Ｈ-m2断層

Ｈ-m1断層

Ｈ-ｍ０断層

小断層等
（位置等はイメージ） 陸域：H断層を9条確認

海域：Ｈ断層を5条確認

①～③から、敷地の断層全てが「将来活動す
る可能性のある断層等」に該当しないと評価。

概ね妥当

審査中

敷地内（H断層系）

①【評価対象とする断層の代表性】

敷地内の断層のうち、H断層系を活動

性評価の対象とする。

②【H断層系の同一性】

H断層系はすべて同じ時代に一体として
形成されたものであり、いずれのH断層
で活動性を評価しても良い。

H断層系は約12～13万年前以降活

動していない。（上載地層の評価）

③【H断層系の活動性（H-9断層)】

＜H断層系の活動性評価の流れ＞
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作成箇所：原子力土建部

基準津波の審査状況

02 新規制基準適合性に係る審査の状況

基準津波

地震以外の要因による津波

（海底地すべり、火山等）

地震による津波

プレート間地震の津波

海洋プレート内地震の津波

海域の地殻内地震の津波

地震による津波と
地震以外の津波の組合せ

審査中

審査中

痕跡再現モデル

津波堆積物

歴史記録

浜岡原子力発電所

プレート間地震の波源モデルの一例

プレート間地震の津波評価結果

内閣府の最大クラスの津波

プレート間地震の津波評価

渥美 浜松 磐田 御前崎浜岡

海
岸
の
津
波
高
さ

(m
)

既往痕跡を大きく上回り、十分に安全側の評価となっている

敷地に影響の大きい「プレート間地震の津波評価」については、最近の審査会合において、最新の知見を踏まえた

検討を実施した結果、津波堆積物などの痕跡の2～3倍程度の津波高となっており、十分に安全側の評価となって

いることを説明しました。当社の評価の妥当性について審査でコメントがあり対応しているところです。
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以下新知見の対応についても検討中 ※1:火山影響発生時の体制整備、※2：高エネルギーアーク損傷、火災感知器の設置要件変更、

※3：溢水による管理区域外漏えい防止、※4：柏崎審査知見反映、※5：有毒ガス防護

主な審査項目 状況

設計基準
（DB）

竜巻 • 設計上考慮する竜巻を設定し、施設の安全性を評価

審査中

火山（対策）
• 火山噴火による降下物の堆積等の影響を考慮し、

施設の安全性を評価 ※1

外部火災
• 森林火災、敷地内タンクの火災、航空機落下による火災等に対し、

施設の安全性を評価

内部火災
• 建屋内の火災に対し、「発生防止」、「感知・消火」、

「影響軽減」対策の妥当性を評価 ※2

内部溢水
• 配管破断等による施設内部での漏水事象に対し、

施設の安全性を評価 ※3

その他
• 安全施設、誤操作防止、安全避難通路、安全保護回路、

保安電源等の対策の妥当性を評価

重大事故
等対策
(SA)

有効性評価

• 機器の故障や地震・津波が原因となって重大事故に至る
確率も踏まえて事故進展シナリオを選定 ※4

• 重大事故等対処設備や手順が有効に機能することを評価

審査中
設備・技術的能力

• フィルタベント設備や水素爆発による原子炉建屋等損傷防止対策等
の基本仕様や性能等について評価 ※4

中央制御室
• 重大事故等を想定した場合でも、中央制御室で運転員が

必要な措置がとれることを評価 ※4,5

緊急時対策所
• 重大事故等に対処するための要員の収容能力、

資機材の備蓄等について評価

プラントに関する審査状況（各審査項目の進捗等）

02 新規制基準適合性に係る審査の状況



設備対策の強化
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G

福島第一原子力発電所事故の原因調査

03 設備対策の強化

調査主体 国 会 政 府 民 間 東京電力

委員会名
東京電力福島原子力
発電所事故調査委員会

東京電力福島原子力
発電所における
事故調査・検証委員会

福島原発事故
独立検証委員会

福島原子力事故
調査委員会

事故の
直接的原因
（要旨）

・安全上重要な機器の
地震による損傷はないと
は確定的に言えない
・直接的要因を津波にのみ
限定することに疑義

津波によって全交流電源と直流電源を喪失し、
原子炉を安定的に冷却する機能が失われたことが直接的原因

■国会・政府・民間・東京電力の4つの事故調査委員会では、

国会以外の3つの報告書で津波が直接的な事故原因と評価

■国会の報告書では、直接的な事故原因に地震の可能性も示唆

→原子力規制委員会が同調査結果を分析

→「主原因は地震ではない」との考えを公表※

※「東京電力福島第一原子力発電所事故の分析 中間報告書」（2014年10月8日 原子力規制委員会）
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福島第一原子力発電所事故の推移

03 設備対策の強化

原子炉

格納容器

原子炉

原子炉建屋

タービン建屋

非常用ディーゼル
発電機

蓄電池

海水取水ポンプ

防波堤

①地震発生
（外部電源喪失）

③すべての電源
の喪失

●地震発生後、制御棒が自動挿入され原子炉は停止
●地震の影響による外部電源喪失も、非常用ディーゼル発電機が起動し、原子炉の冷却機能は維持
●津波により、複数の機器・系統が同時に安全機能を喪失
●さらに、その後のシビアアクシデントへの進展を食い止めることができなかった

④除熱機能の喪失

④注水機能の喪失

②津波襲来

⑤格納容器の破損

地震発生

津波襲来

全電源喪失

注水機能喪失
除熱機能喪失

格納容器破損
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安全性向上対策（設備）の概要 ～地震対策～

03 設備対策の強化

地震発生

津波襲来

全電源喪失

福島第一原子力発電所
事故の推移

注水機能喪失
除熱機能喪失

格納容器破損

■配管サポート改造工事

サポートの追設・補強

■耐震上重要な施設は、基準地震動S1（450ガル）、
基準地震動S2（600ガル）に耐えるよう設計

■自主的に耐震裕度向上のための地震動（約1,000ガル）を設定し、配管・電路
類のサポート改造工事、排気筒の改造工事などを実施（2005年～2008年）

■新規制基準を踏まえ、2013年9月に新たに改造工事用地震動（1,200ガル）、

改造工事用増幅地震動（2,000ガル）を設定し、配管・電路類サポート改造工事、

４号取水槽周辺地盤改良工事などを実施中

従
来
か
ら

安
全
性
向
上

配管

サポート（既設）

サポート（補強）

■電路類サポート改造工事

サポートの追設・補強

サポート（既設）

ケーブルトレイ

ケーブル

サポート（補強）

電線管

ケーブルトレイ
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G

安全性向上対策（設備）の概要 ～津波対策～

03 設備対策の強化

地震発生

津波襲来

全電源喪失

福島第一原子力
発電所事故の推移

注水機能喪失
除熱機能喪失

格納容器破損

防波壁，改良盛土

取水槽溢水防止壁

水密扉

緊急時海水取水ポンプ室

砂丘堤防
（約10～15m高）
防水扉
（約1m深防水)

防波壁(約22m高）
改良盛土
（約22～24ｍ高）
溢水防止壁

（約４ｍ高)
水密扉

(約9m深以上防水）

緊急時海水取水
ポンプ室 他

従
来
か
ら

安
全
性
向
上

取水槽溢水防止壁防波壁

原子炉建屋

砂丘堤防

防水扉
（撤去後水密扉）

砂丘堤防



Copyr i g h t  ©  Chubu  E lec t r i c  P ower  Co . ,  Inc .  A l l  r i gh t s  rese rve d .19

海抜25m

海抜40m

海抜6m

受電用
変圧器

ガスタービン
発電機(6台)

非常用ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ
発電機(3台※) 電力供給

海抜
13m

４号機 原子炉建屋

３号機

既設
変圧器

３号機

５号機

蓄電池

外部電源
（複数系統から受電）
非常用ディーゼル発電機

50万ﾎﾞﾙﾄ

27.5万ﾎﾞﾙﾄ

ガスタービン発電機

交流電源車

受電用変圧器

従
来
か
ら

安
全
性
向
上

交流電源車

直流電源車

非常用ディーゼル発電機 交流電源車

駿遠変電所 静岡変電所

27.5万ﾎﾞﾙﾄ
開閉所

50万ﾎﾞﾙﾄ
開閉所

５号機

電源盤

電源盤
電源盤

予備

蓄電池

7.7万
ﾎﾞﾙﾄ

移動式変圧器

変電所

高圧配電線
(6.6千ﾎﾞﾙﾄ)

ガスタービン発電機

発電機本体

※ＨＰＣＳ用を含む台数

安全性向上対策（設備）の概要 ～電源の確保～

03 設備対策の強化

必要に応
じて使用

直流電源車
予備蓄電池
移動式変圧器

地震発生

津波襲来

全電源喪失

福島第一原子力発電所
事故の推移

注水機能喪失
除熱機能喪失

格納容器破損
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G

安全性向上対策（設備）の概要 ～注水手段の確保～

03 設備対策の強化

空冷式熱交換器

原子炉格納容器

海へ

緊急時
淡水貯槽

高圧注水設備(タービン駆動）
高圧注水設備(モータ駆動）
低圧注水設備(モータ駆動）

復水貯蔵槽

従
来
か
ら

原子炉低圧代替注水系
（補給水ポンプ）
可搬型車両
空冷式熱交換器
注水ラインの耐震強化

安
全
性
向
上

可搬型車両は様々なタイプを複数台用意しています

取水ポンプ車（タイヤ式・クローラ式） 注水ポンプ車 ホース車

高圧注水設備
（タービン駆動）

高圧注水設備（モータ駆動）

低圧注水設備(モータ駆動)

原子炉低圧代替注水系
（補給水ポンプ）

高圧注水設備
(タービン駆動)

低圧注水設備(モータ駆動)

モータ

ポンプ

原子炉

地震発生

津波襲来

全電源喪失

福島第一原子力発電所
事故の推移

注水機能喪失
除熱機能喪失

格納容器破損

可搬型取水・注水ポンプ
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安全性向上対策（設備）の概要 ～水の確保（取水源）～

03 設備対策の強化

原子炉格納容器

復水サージタンク

新野川 取水槽

改良盛土
（西側）

海から

高圧注水設備

緊急時淡水貯槽

従来から

安全性
向上

緊急時淡水貯槽
復水サージタンク
取水槽

新野川
試掘孔など

復水貯蔵槽

サプレッション・チェンバ

試掘孔

発電所敷地内に、
7日分以上の水
を確保します

必要に応
じて使用

復水貯蔵槽

サプレッション・チェンバ

補給水ポンプ

原子炉

地震発生

津波襲来

全電源喪失

福島第一原子力発電所
事故の推移

注水機能喪失
除熱機能喪失

格納容器破損
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G

安全性向上対策（設備）の概要 ～除熱手段の確保～

03 設備対策の強化

原子炉格納容器

原子炉

海へ

原子炉機器冷却設備
（淡水系・海水系）
崩壊熱除去設備
格納容器スプレイ冷却

従
来
か
ら

緊急時海水取水設備
代替熱交換器設備
格納容器代替スプレイ設備
フィルタベント設備

安
全
性
向
上

排気筒

フィルタベント設備

崩壊熱除去設備
格納容器スプレイ冷却
(低圧注水設備と同設備）

フィルタベント設備

原子炉機器冷却設備
（淡水系）

緊急時海水取水設備原子炉機器冷却設備（海水系）

崩壊熱
除去設備

代替熱交換
器設備

モータ

ポンプ

格納容器代替
スプレイ設備

緊急時
淡水貯槽

格納容器
スプレイ冷却

地震発生

津波襲来

全電源喪失

福島第一原子力発電所
事故の推移

注水機能喪失
除熱機能喪失

格納容器破損
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作成箇所：安全技術G

安全性向上対策の効果

03 設備対策の強化

■設計基準対象施設のみに期待したモデル
（アクシデントマネジメント対策※に期待しない）

■以下の安全性向上対策に期待したモデル
◇原子炉低圧代替注水系
◇原子炉代替減圧系
◇ガスタービン発電機
◇フィルタベント設備 等

 安全性向上対策について、内的事象を対象とした確率論的リスク評価（PRA）を行

い、対策を反映する前後の評価結果を比較することにより効果を確認しました。

 PRAモデルは現在の設計情報等をもとに設定していますが、新たな知見等を踏まえた

対策の見直しや今後策定する操作手順、保全計画を反映すること等により変更する

場合があります。

安全性向上対策反映前 安全性向上対策反映後

※: アクシデントマネジメント対策
1992年当時の原子力安全保安院の要請に基づき、1994年にアクシデントマネジメント対策を自主的に整備することとし、浜岡4号機については

2000年に整備を完了した。アクシデントマネジメント対策として実施した対策は次のとおり。
(1)原子炉停止機能向上、(2)代替注水手段、(3)原子炉減圧の自動化、(4)耐圧強化ベント、(5)電源融通
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安全性向上対策の反映（ガスタービン発電機）

03 設備対策の強化

外部電源
喪失

直流電源
交流電源

原子炉停止
非常用ディーゼル発電機 ガスタービン発電機

交流電源確保の
イベントツリーへ

非常用ディーゼル発電機
故障

非常用ディーゼル発電機
起動

全交流動力電源喪失
のイベントツリーへ

ガスタービン発電機
起動

ガスタービン発電機
故障

非常用ディーゼル発電機が故障した場合でも、
ガスタービン発電機により交流電源を確保できる

交流電源確保の
イベントツリーへ

直流電源
喪失

原子炉停止
成功

原子炉停止
失敗

以下略

～～

以下略～～

直流電源
確保
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安全性向上対策の効果

03 設備対策の強化

1.0E-16

1.0E-15

1.0E-14

1.0E-13

1.0E-12

1.0E-11

1.0E-10

1.0E-09

1.0E-08

1.0E-07

1.0E-06

1.0E-05

1.0E-04

炉
心
損
傷
頻
度
（
／
年
）

事故シーケンス

安全性向上対策反映前のモデル

安全性向上対策反映後のモデル

崩壊熱除去
機能喪失

原子炉停止
機能喪失

LOCA※1時
注水機能喪失

1000分の1

代替制御棒挿入 等
フィルタベント設備 等

安全性向上対策を反映したPRA評価結果（炉心損傷頻度）は、反映前と比べ3桁程度
低減することを確認しました（反映前: 2.9×10-6/炉年、反映後: 3.8×10-9/炉年）。

ガスタービン発電機

バッテリ容量増強（24h化） 等
原子炉代替減圧系 等

原子炉低圧代替注水系 等

高圧注水・減圧
機能喪失

高圧・低圧注水
機能喪失

全交流動力
電源喪失

インターフェイス
システムLOCA※2 合計

(暫定値につき変更する可能性があります)

1000分の1

1000分の1

1万分の1

1000分の1

1億分の1

※1: 配管の破損等により原子炉冷却材が漏えいする事象
※2: 原子炉圧力容器に接続された系統に設置された複数の弁が誤って開いた状態になることにより、低圧設計部分が過圧されて破損し、原子炉冷却材が漏えいする事象



現場対応力の強化
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はじめに

04 現場対応力の強化

PPG

27

●当社は、原子力事業者としての責務を果たすため、重大事故を防止する安全対策に限らず、重大事故が発生した
場合の事故収束活動についても、その強化に向け継続的に取り組んでいます。

●重大事故の発生防止・収束にあたっては、様々な事態に備え、多様な設備・資機材を設置し、訓練等を通じて、
要員の力量向上を図りつつ、組織・体制を充実させ、事業者として初動から収束に至る対応能力の強化に取り組
んでいます。

項目 取組内容

組織・体制
の強化

・本店 災害対策組織の２本部化（2012年度）
・浜岡原子力発電所 災害対策組織の再編及び要員増員（2014年度）
・浜岡原子力発電所 現場対応の専門組織（緊急時即応班）の設置（同上）
・本店 災害対策組織の再編（2018年度）

手順書類
の整備

・新たに設置した設備に対応するための手順書「重大事故等対処設備操作手順書」、
「多様なハザード対応手順（可搬型設備の操作手順）」を整備中

教育・訓練
の充実

・訓練中長期計画（網羅的・体系的な訓練計画）を整備（2015年度）
・運転員への重大事故等対処訓練の導入（2016年度）
・習熟訓練（シナリオ開示による役割に習熟する訓練）の導入（2018年度）

事業者間
協力体制の

整備

・原子力事業者間協力協定の支援要員・資機材の拡充（2014年度）
・可搬型注水設備および電源車の融通を考慮したアタッチメントを整備（2018年度）
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組織・体制の強化（概要）

04 現場対応力の強化

PPG

●福島第一事故の反省を踏まえて、全社で事故収束活動の体制を見直し、実効性を向上しました。
●発電所の事故収束体制を強化するとともに、本店体制の拡充、災害対策支援拠点の確保、メーカ・協力
会社との協力体制の構築を行い、発電所が事故収束活動に専念できる体制を整備しました。

発電所
緊急事態対策本部

緊急事態対策本部
(原子力施設事態即応センター)

発電所の支援を円滑に
できるよう災害対策支
援拠点施設を確保

福島第一事故後の改善

地震等の災害と原子力災害の同時発災
に対応できるよう電力供給対応と原子
力災害対応の2本部体制に見直すととも
に、原子力災害対応の要員を全部門に
拡充。（2012年6月）

災害対策支援拠点の運営やコールセン
ターの設置等に必要な機能班を追加
住民避難対応機能の強化のために組織
を改善（2018年6月）

福島第一事故後の改善

より的確に対応できるよう
緊急時の組織を再編
（2014年7月）

任務の追加に対応できるよ
う対策要員の拡充
（福島事故以前：約300名、
現状：約600名）

休日・夜間でも迅速に対応
できるよう初動対応体制の
強化

福島第一事故後の改善

本店 非常災害対策本部

（役割）
発電所の支援
等の原子力災
害対応

（役割）
地震等による
災害時の電力
供給対応

（役割）
戦略立案、現場
対応、対外通報
等の発電所の事
故収束対応

（役割）
発電所へ
の物資の
搬送等

原子力事業所
災害対策支援拠点

メーカ
協力会社

支援協定を締結
し、協力体制を
整備(2019年3月)

東京支社

静岡支店



Copyr i g h t  ©  Chubu  E lec t r i c  P ower  Co . ,  Inc .  A l l  r i gh t s  rese rve d .29

04 現場対応力の強化

組織・体制の強化（発電所の初動対応の強化）

※緊急作業従事者登録を実施

1時間 6時間

事故発生
0時間

夜間休日対応者（5名）

当直（5名）

緊急時即応班（5名／１班）計画中

防災長・防災員（5名） ・初期消火 等

当直:夜間休日対応者
増員
各5名

福島第一事故後
強化ポイント

現場対応の
スペシャリストチーム

設置＆増強中（後述）

対策要員
増員

約600名

●休日・夜間においても、発生直後からの対応の迅速化を図るため、初動対応を確実に実施できる要員を
24時間365日確保しており、福島第一事故後には初動対応体制の強化を図っています。

●また、初動の重機・可搬型設備を扱う専門組織として「緊急時即応班」を設置し、現在運用開始に向けて
チームを増強中です。

運転員（４名以上） ・運転操作

対策要員※

（約6０0名）

初動対応体制の強化

24時間365日体制

6時間以内
約30名以上

初動対応を単独で実行
する専属チーム新設

中央制御室から遠隔操作により
電源・注水等を確保する

初期通報連絡、要員の招集を行う

・アクセスルート確保
・注水機能確保
・電源機能確保
・除熱機能確保 等

・要員招集
・状況把握
・対外通報 等

可搬設備を早期に設置して
過酷な事故に備える
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組織・体制の強化（緊急時即応班の設置）

04 現場対応力の強化

ERFの設置（ERF:Emergency Response Force／緊急時即応班）

・初動対応の遅れは事
態を悪化させ、事後
の対応が限定される

確実な初動対応体制

・ 緊急時に最善の対応策を
即断し、確実に実施でき
る能力が必要

緊急対応に係る専門組織

24時間
365日体制

緊急時に特化した
オペレーション能力

マルチに
対応できる能力

●事故収束の初動対応を確実に実施するため、スペシャリストチーム「緊急時即応班（ERF）」を設置し、運用開始に
向けてチームを増強しています。

●ERFは、真っ先に現場へ駆けつけ初動対応を行うと共に、参集要員を統率し現場対応にあたります。

・ 瓦礫処理、可搬型
設備の運転等、多種
の現場対応が必要

多能工化した要員

対策要員
対策要員対策要員

対策要員
対策要員対策要員

対策要員
対策要員対策要員

チームを増強中
（現在総員18名：自衛隊経験者含む）

6時間事故発生

アクセスルートの確保、現場状況に
応じた初動対応の実施

事故収束に必要な可搬型設備設置等の現場対応を統率

ERFの活動イメージ

隊長

現場隊長
現場隊長現場隊長現場隊長

要員参集

隊長

現場隊長 現場隊長 現場隊長 現場隊長

対策要員
対策要員対策要員

ERF

ERF

2014年7月
「緊急時即応班」を設置
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手順書類の整備

04 現場対応力の強化

G

新たな手順書の整備

●設計基準事象 ⇒非常時運転操作手順書
●設計基準外事象（炉心損傷前）⇒緊急時運転操作手順書
●設計基準外事象（炉心損傷後）⇒緊急時運転操作手引（ＡＭＧ）

重大事故等対処設備
操作手順書

[運転員が使用]

多様なﾊｻﾞｰﾄﾞ対応手順
[緊急時即応班等が使用]

●新たな設備を設置したことを踏まえ、「重大事故等対処設備操作手順書」「多様なﾊｻﾞｰﾄﾞ対応手順（可搬型
設備の操作手順）」を新たに整備しています。

●現在、これらの手順書を用いて、様々な事故シナリオについて、3，4号機運転員が訓練を実施し、手順の習熟を
図りながら、内容の検証を実施しています。

これまでの手順書 訓練による検証

●重大事故等に対処するための設
備（例：緊急時海水取水設
備、ガスタービン発電機など）を
シミュレータ機能に追加。
●有効性評価のシナリオに沿った
訓練を実施。
●対応に時間制約がある場合は
制限時間内に実施できるよう訓
練を実施。

シミュレータ訓練の様子

【シミュレータ機能に追加した設備（例）】

ガスタービン発電機操作盤 緊急時海水取水設備操作盤
様々な事故シナリオ訓練を開始したことにより、
年間60時間/1グループ⇒108時間/1グループに訓練時間が増加
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教育・訓練の充実（役割に応じた訓練）

04 現場対応力の強化

現場要員運転員

指揮者

●災害対策組織の各要員の対応力を高めるため、訓練の中長期計画に基づき、年度毎の達成目標を定めて、
改善に取り組んでいます。

●適切な状況判断、正確迅速な任務遂行のため、役割に応じた教育・訓練を充実強化しています。

通信設備で連携

●多様な事故・事象に対応できる能力を備え
るため、教育・訓練を充実

・シナリオ非開示型訓練の実施による判断能
力向上、実践力向上
・専門教育の実施による知識の向上 等

●重大事故等ｼﾐｭﾚｰﾀ訓練の充実

・重大事故発生時のプラント挙動を可
視化する教育ツールを導入し、対応
操作訓練を高度化
・外部専門家による教育の実施

●要素訓練の充実

福島第一事故前は総合訓練（年2回
程度）時に実施していた要素訓練を年
約600回に充実

・瓦礫撤去訓練
・可搬型注水車訓練
・可搬型電源車取扱訓練 等

（本部席、情報戦略班、
当直者等）

指揮者・運転員・現場要員の連携訓練

指揮者：現場要員・運転員の状況把握、
操作判断、対外通報を訓練

運転員：
現場要員操作
の状況把握、
中央制御室で
の運転操作、
指揮者へのプ
ラント情報の
連絡を訓練

現場要員：
現場での操作、
運転員への現場
状況の連絡、
中央制御室での
運転操作状況の
把握を訓練

図上演習の様子

シミュレータを活
用した教育の様子

プラント挙動を可視化する教育ツール
夜間訓練（窒素供給車両への電源接続）の様子
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教育・訓練の充実（現場要員の訓練の例：可搬型設備の訓練）

04 現場対応力の強化

●現場対応能力の向上を目的として、可搬型設備等の現場訓練を繰り返し実施しております。

ホース布設訓練

放水砲操作訓練交流電源車操作訓練

可搬型注水設備操作訓練

窒素供給車両操作訓練

瓦礫撤去訓練

○注水機能確保 ○瓦礫撤去

○電源機能確保 ○水素爆発防止 ○放射性物質の拡散抑制
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教育・訓練の充実（運転員の教育の例：格納容器ベント設備）

04 現場対応力の強化

G

●新たな設備の机上教育（手順、設備知識）を行うとともに現場にて操作する弁の配置や操作方法の
教育を実施。

●制約時間内に速やかに対応できるよう現場教育を実施しています。

【フィルタベント現場操作架台】
事故時に放射線量が高くなる放射線管理区域内に立ち
入ることなく、放射線管理区域外に設置した操作架台に
ハンドルを差し込み手動操作することで、フィルタベント隔
離弁を操作することが可能

ハンドル
差し込み口

※電動工具は電池式であり、
電源喪失時にも対応可能

クランクハンドル又は電動
工具を接続し操作実施
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作成箇所：防災PPG

教育・訓練の充実（情報共有の改善）

04 現場対応力の強化

発電所

●防災組織間の情報共有をより高め、正確で迅速な情報発信ができるように取り組んでいます。
●訓練で得られた課題および他社訓練での良好事項を踏まえ、改善を進めています。シナリオ開示の訓練で要員
の習熟を図り、シナリオ非開示の訓練（総合訓練）で有効性を確認しています。

本店

外部へ
情報発信

▲情報発信の様子を他社が評価▲緊急時対策所よりプラント状態
および復旧戦略を共有

中部電力

主な取組み ツールの採用 体制の強化 訓練の見直し

情報共有システムの構築、
共通状況図の導入等によ
り、防災組織間の情報共
有を改善

（2017年度）

・情報共有システムを構築

・共通状況図（※）の導入

（2018年度）

・電子ホワイトボードを導入

・対応要員増及び役割の標準化

・シナリオ開示型訓練を導入(習熟訓練)

・他社に評価を依頼(3社協力協定)

（2019年度）

・原子力規制庁への派遣者との連携強化

同一任務ができる要員を複数育成

・他社に原子力規制庁の模擬者を依頼

・訓練の振り返りに録画を活用

ツ

ツ

訓

訓 訓

訓

ツ

体

体

（※）プラント状況や事故収束対応方針
を整理した情報シート

体
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事業者間協力体制の整備（可搬型設備等の事業者間融通）

04 現場対応力の強化

作成箇所：防災PPG

●原子力事業者は、万一原子力災害が発生した場合に備えて事業者間協力協定を締結しています。
●更なる安全性向上の観点から、原子力事業者各社が保有する可搬型の電源、ポンプ等の資機材情報をデータ
ベース化し、事業者間で共有しています。

●更に、他社の可搬型注水設備等の融通を考慮したアタッチメントを整備しています。

注水設備の
アタッチメントの例

他社高圧電源車

他社注水ポンプ車

◎◎発電所

アタッチメント付きの
ケーブルの配備

取水源

原子炉建屋外壁の接続口

拡大

外蓋を
外した様子

電源盤

緊急時電気品
建屋

○部：ケーブル接続箇所
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技術力の維持・向上の取り組み（1/2）

04 現場対応力の強化

QAG

【取り組み事例】

・実時間ベースでのユニット起動操作訓練
・運転員の技能コンテスト
・廃止措置プラントを活用した保守員への現場教育
・模擬燃料を用いた燃料取替機操作の訓練

・若手運転員、保守員の火力発電所研修

・稼働中の国内原子力発電所へのベンチマーキング

・３社（東京電力HD、北陸電力、中部電力）の技術協力
協定に基づくシミュレータ訓練の相互評価、相互現場観察

運転プラントの経験がない発電所の所員
【技術系社員】 約４０％
【当直運転員】 約５５％

（発電指令課長や副長を除く）

プラント運転や定期点検に必要な技術力の
維持・向上の取り組みを実施

廃止措置プラント
での現場教育

若手保守員の火力研修
タービンロータ振動測定

若手運転員の火力研修
巡視点検

社
内

社
外

発
電
所
内

相互現場観察

●2011年5月以降、全号機が停止していることから、現在、運転（発電プラント）を経験していない所員の割合が
約４割となり、若手社員への技術伝承、技術力の維持・向上が重要です。

●発電プラントを管理する技術を維持するために、火力発電所での研修等の施策に取り組んでいます。

シミュレータ訓練の相互評価
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技術力の維持・向上の取り組み（2/2）

04 現場対応力の強化

時期 技術交流等概要 実施場所

2016年10月 発電所運営に係る意見交換(パフォーマンス指標導入等）、若手による現場観察・意見交換 米国

2018年9月
訓練・現場・是正処置プログラム（CAP）会合等視察、検査制度・リスクマネジメント・企業リ
スク等に係る意見交換

浜岡、名古屋

2018年11月 耐震知見の共有・交換（日米土木学会調査に両社からも参加） 北海道

2019年5月 保修（状態監視保全）、技術交流計画等に関する意見交換 浜岡、名古屋

2019年8月 PRAに関する意見交換 米国

2019年12月 発電所運営に係る意見交換、若手による現場視察・意見交換 米国

●海外のプラント運転や定期点検の経験を得るため、海外電力会社からの技術情報の収集やベンチマーキング、海
外メーカへの派遣を行っています。

●2014年より、米国PG&E社のディアブロ・キャニオン発電所との技術交流を続け、確率論的リスク評価（PRA）、
耐震、検査制度、発電所運営等をテーマに情報交換を行い、双方の発電所運営に活用しています。

最近の主な実績
ディアブロ・キャニオンの現場観察浜岡の現場観察

・米国BWRプラントメーカでの研修
定期点検中の保守、設計等の幅広い分野を６か月間学んでいる。

米国BWRプラントメーカでの研修

【取り組み事例】

・海外ベンチマーキング
ディアブロ・キャニオン発電所と技術交流を通じて、PRAや耐震、検
査制度等に関する情報入手・共有を行い、双方の発電所運営に
活用している。

海
外

PRAに関する成果物

・米国BWRオーナーズグループ／欧州BWRクラブとの情報交換
BWR原子炉運転者と運転情報等を共有し安全・安定運転に役立てている。



Copyr i g h t  ©  Chubu  E lec t r i c  P ower  Co . ,  Inc .  A l l  r i gh t s  rese rve d .


